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I. 本調査研究の背景と目的 

I．1 背景と目的 

 

特許庁の国際関係施策の立案においては、前提として世界各国の知財に関する意思決定

の状況、施策の実施状況などを正確に把握することが重要であり、そのためには、各庁の情

報を正確に収集し分析する必要がある。 

情報収集手法には、報道やウェブサイトから得られる情報収集や人との接触で得られる

情報収集があるが、特に前者について各庁の対日施策はもちろんのこと、複雑に絡まる他知

財庁同士の協力の状況を含む施策の相関関係を当庁職員が目視で確認、整理し、把握するこ

とには限界がある。 

また、各国知財庁（及びその幹部）や大学等の知財関係者は、当庁がこれまで公開情報調

査の主要な対象としてきた報道や公式ウェブサイトに加えて X（旧 Twitter）等の SNS に

重要な情報を頻繁に投稿している状況であり、インターネットで確認可能な情報は日に日

に増している。 

一方で、人工知能等の最新技術を使った公開情報分析に関する技術の進歩はめざましく、

これまで人間が目で確認し、経験や勘で判断していたような分野においても、自動化、業務

効率化が可能になっている。 

そこで当調査では、上記のような膨大な情報に対し、人工知能等の最新技術を使った公開

情報分析オープン・ソース・インテリジェンス（以下、OSINT）による調査及び分析を行

い、特許庁が新たな施策を立案する上で必要な基礎資料とする事を目的とする。 
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II. 調査研究結果要旨（サマリー） 

 

II．1 調査対象国の選定（Ⅲ章） 

調査対象国の選定経緯を整理した。選定根拠となる諸データを整理し、特許庁担当者との

協議のうえ調査対象国として、イスラエル、インド、ケニアの 3 カ国を選定した。 

 

II．2 OSINTツールの調査・検討（Ⅳ章） 

OSINT 及び OSINT ツールの定義を公開情報等より整理し、OSINT ツールの現状を整理

し（提供されているツールの比較）、本調査研究で採用したツールの特徴の把握や分析プロ

セスについて検討を行った。OSINT ツール提供事業者に対するヒアリングを通じて得た知

見についても整理した。上記を踏まえ、OSINT ツールの得失を分析し、後述する情報収集・

分析の試行において活用する OSINT ツールを選定した。 

 

II．3 OSINT手法によるテーマの特定・分析（Ⅴ章並びにⅥ章） 

 選定した 3 カ国の基本情報を整理し、今回の検証をどのように進めていくのか、作業プ

ロセスを整理した。また、選定した OSINT ツールの試行を通じて得たツールの仕様や収集

可能な情報源の範囲の制約等を踏まえ、当該ツールを補完する手法（本調査研究独自の手法

群）を考案し、現段階で採用し得る手法として重要施策（テーマ・トピック）の特定及び具

体的な分析作業を実施した。 

分析方法の検討において、独自に考案した手法１及び手法２による分析作業を仮設定し、

調査研究実施時点のオープンデータによる分析による手法の有効性並びに有用性の検証を

行った。テーマ特定において、テーマを特定する際に採用した条件や方法を検討し、試行し

た。今回考案した手法１及び手法２を組み合わせる方法の有用性等を確認することができ

た。 

 

II．4 運用体制に関する検討（Ⅶ章） 

OSINT 手法の導入に取り組むにあたり、あるべき情報収集体制について検討を行った。

特許庁内での情報収集・活用の事例や成果等も参考に分析（特に、インテリジェンス確立に

向けた、特許庁内の課題整理）を行いとりまとめた。また、実施上の留意点を整理し、特許

庁内での運用の在り方を整理した。 

 

II．5 総括（Ⅷ章） 

 今回検証した OSINT 手法の仮説、検証結果を踏まえた活用上のポイント、具体的な特許

庁職員による運用に関する業務フローや体制について継続して検討する際のポイントを整

理した。  
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III. 調査対象国の選定 

 

III．1 調査対象国の検討・選定 

 中東、アフリカ、南アジアの各地域からそれぞれ１カ国を選定した。 

選定に際しては、まず、対象地域に属する国について以下項目について情報整理を行った。

協議の結果、イスラエル、インド、ケニアの 3 カ国を調査対象とすることに決定した。 

 

【定量指標】 

 日本との関係（日系企業の進出状況※2022 年） 

 人口（※2023 年） 

 産業状況（GDP※2023 年） 

 経済成長（GDP 成長率※2023 年） 

 知財制度（WIPO 特許出願数、商標出願数※2020 年） 

【定性指標】 

 利用言語 

 知財制度（成熟度、構築支援余地） 

 主要な貿易先 

 日本との経済関係・経済支援に関する特筆事項 

 外国企業進出数 

 海外からの投資額 

 企業進出における魅力（市場/研究開発拠点） 

 地政学・経済安全保障の観点での特筆事項 

 第３国調査の性格・示唆 
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IV. OSINTツールの調査・検討 

 

IV．1 OSINTツールとは 

選定した調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）を特定する為、以下手順の調

査を実施した。その際、あくまで当調査で得られた情報を元に判断することとし、前例にと

らわれず客観的な分析を行った。 

 

IV．1．1 OSINTの定義と HUMINTの差異 

OSINT（Open Source Intelligence：オープン・ソース・インテリジェンス）は米国国防

総省等が引用する Public Law 109-163 に基づくと、”Produced from publicly available 

information that is collected, exploited, and disseminated in a timely manner to an 

appropriate audience for the purpose of addressing a specific intelligence requirement.”1

とあり、和訳においては広く、「特定の情報要件に対処する目的で、一般に入手可能な情報

を収集し、利用し、適切な対象者に適時に配布することによって作成される」情報と定義に

されている。即ち、名の通り（合法な）オープンソース情報を取得し、それを突き合わせる

ことにあり、現代では Web データからの OSINT が大半を占めるが、古くは TV、ラジオ、

新聞などもその対象である。 

情報収集として他にも、HUMINT（Human Intelligence）はあくまで人との接触を持っ

て情報交換活動を行う活動であり、これが旧来的な情報収集といってよい。なお、SIGINT

（Signals Intelligence）になると通信、電磁波、信号等の傍受の情報収集であり、これはい

ずれも非合法な情報収集分析となる。改めて、本調査研究の趣旨に照らし合わせると、従来

型の HUMINT に対して、OSINT の有効性を検証するものと捉えられる。踏まえて、改め

て、OSINT と HUMINT をイメージとして対比したものが図表 1 となる。 

  

 
1 米国政府印刷局, govinfo より 

https://www.govinfo.gov/content/pkg/PLAW-109publ163/html/PLAW-109publ163.htm 
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図表 1 OSINT と HUMINT の違い 

 

 

 

 

IV．1．2 OSINTツールを利用する意義 

OSINT ツールを利用する意義については、以下のような考えで検討をする。通常、特定

の情報を得るためには Google 等の検索エンジンを用いて、WWW（World-Wide-Web）上

にある 35ZB（ゼタバイト、1ZB＝1 兆 GB）のデータ容量があると言われている情報源の

中から、特定のキーワードで検索することで、膨大なウェブサイトの一覧を取得することが

一般的であり、普段の「ネット検索」がこれにあたる。あくまで人間の判断でウェブサイト

一覧のうち特定のウェブサイトの中から、特定の情報を取り出すことで、必要な情報として

いる。 

しかしこれらGoogle等の検索エンジンを利用した一連の流れを自動化するには多くの障

害がある。例えば「Patent」で検索した場合、約 10.2 億件のウェブサイトがヒットするが、

これらの中から特定の情報を取り出すには、それぞれのウェブサイトをスクレイピング2し、

情報のリストとして取得する必要がある。加えて、その膨大な情報のリストから特定のキー

ワードを抽出するためには、ハードウェアの処理能力の制約もある。 

これらのことから、Google 等の検索エンジンを利用したテーマの特定は障害が多く、実

装は難しいと考えられる。Heather J. et.al による考察では、現在は OSINT の第 2 世代に

あるとされており、まさに、AI 等の台頭によって第 3 世代がこれから登場するという解説

 
2 ウェブサイトのコンテンツの中から特定の情報だけを抽出・取集すること（技術）を指す 

HUMINT
（人を介した情報収集活動）

OSINT

Web

官報

新聞

TV

ラジオ

人物
B

人物
A

人物
C
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がなされている3。すなわち、今後は機械学習によって検索者が欲しいと思った情報に多く

アクセスできる機会がもたらされることを示唆しており、情報の全てを解釈した上で適切

に情報を受け取るといったことも今後は期待できる。ただし、現時点では、情報の網羅性や、

信憑性（情報の発信源）などの定義や解釈も OSINT 対象によって異なることから、今後

様々な取組を経てツール化されていくものと考える。 

また、OSINT は前述の通り、様々な公開情報から成るものであるが、目的によって、こ

の情報の重ね合わせの意味が違うことも改めて確認したい。例えば、特定国に向けたイリー

ガルな物流があったと仮定する。この場合には「輸送量自体に対しての有無や輸入出のデー

タの総計値に差分があるか」（＝その上でイリーガルな部分を推定する）などを OSINT の

対象として見ることができる。よって、各国や各都市の統計データを整理し、重ね合わせる

ことで見えてくるデータの重複や欠損から、物流量を推定することが OSINT の目的と言え

る。他方、特定の用語・規定・規約などがどのように広まったか、議論されたかを見るにあ

たっては、情報を重ねること自体で新しい領域が見つかることにあまり期待はできず、「該

当キーワードに紐付いて、どのように情報が取り扱われたか、広まったかについて」が

OSINT の対象として見ることができ、こちらは前者のデータの重ね合わせで事実を掴むこ

とではなく、事実がどのように取り扱われたか自体を追うものと考える。本調査研究におい

ては、後者の取り扱いに近いものが OSINT の結果として求められるものと考えられる。 

 

 

IV．1．3 OSINTの対象範囲 

 OSINT の範囲について、主たる情報源を Web（及び経由して取得できるメディア情報）

とすると、Google に代表されるように、日々増加するウェブサイトなどをクロールし、「検

索の対象とできる」段階が図表 2 の左図である。ここでは、所謂ダークウェブ（検索にかか

らない情報）とそれ以外とで分けられる。 

この段階でも OSINT は可能であるが、情報源が大量であるために、その情報の確からし

さや、OSINT 実施者（以下、オシンター）の希望する／予想する／想定する情報とは必ず

しも合致しない場合がある。これは普段、一般利用者においても検索エンジンを用いた検索

でその情報を信頼・引用するべきかといった際に全てを瞬時に鵜呑みできない状況と同様

である。 

他方、中央の図では、OSINT の対象を信頼すべきサイトに制限してクロールし、情報の

取得を意図している。情報源はオシンターが予め信頼しているサイトのみとしており、この

情報源については信頼性が高いと考えられる。 

 
3 Heather J. Williams, Ilana Blum , Defining Second Generation Open Source Intelligence (OSINT) 

for the Defense Enterprise, 2018, RAND Corporation 

https://www.rand.org/pubs/research_reports/RR1964.html（2024 年 3 月 1 日閲覧） 
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（白紙） 
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 またヒアリングにおいては、複数のツールサプライヤーの共通認識としては少なくとも

3 次情報はファクトチェックが難しく、対象外・無用としている。 

 

 政府や国際機関等の一次情報のみを対象としており、報道情報(二次)や SNS（三

次）は信憑性の観点から対象としていない。（ツールサプライヤーへのヒアリング

より） 

 クロール情報として、X（旧 Twitter）等の SNS 由来の情報はほぼ役に立たない

（以下略）。データの信憑性のチェックとして SNS の情報を利用することはある。

（ツールサプライヤーへのヒアリングより） 

 

 

 

●仮説 

 以上のことから、本調査研究においては、1 次情報を豊富に取得して情報源として利用し、

2 次情報や 3 次情報は参考情報として利用することが望ましいと考えられる。 
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IV．3 情報収集の実施に向けて 

  

以降の分析で利用するツールに対して、ツールの特徴を踏まえた上での分析が必要不可

欠である。そのため、採用した OSINT ツール（以下、採用ツール）の機能を整理した上で、

試行的な分析を実施した。採用ツールは、1 次情報のみの情報源をデータベースとして有し

ていることから、特定の情報を取り出すことが容易であるとともに、精査された限定的な情

報のみを抽出することができるため、テーマの特定をしやすくすることができる。 

そのため、まず採用ツール上にある情報から特定の国やキーワードで情報を抽出し、その

中に存在するキーワードと紐づく関連キーワードを得ることで、テーマの特定に資すると

考えられる。また、採用ツールから得られる文献をもとに、中心キーワードを設定し、その

語数を確認する。そのうえで、中心キーワードから派生する関連キーワードを見ていくこと

で、どのような分野に波及しているのか確認をしていく。 

 

IV．3．1 採用ツールの機能について 

情報収集・分析に係る主要機能のうち、フィルターをかけて情報を絞り込む機能を使って、

あらかじめ設定されているテーマ別に検索⇒csv データを抽出し統合することで、情報収集

を実施した。 

 

IV．3．2 各国情報の収集に関する現状整理 

 採用ツールでのデータ抽出に当たり、試行する国を選定すべく、調査対象国として選定さ

れた 3 ヵ国を対象に、採用ツール提供事業者へ各国の公開情報事情についてヒアリングを

実施した。結果は以下の通りである。以下の結果を踏まえて、データが豊富にあるイスラエ

ルを対象国として試行的な分析を実施した。 

 

(1) インド 

 採用ツールでも何度かスクレイピング可能かトライをした経緯があるが、インド政府

はどの省庁も機械可読性が低く、スクレイピングできる部分が非常に少ない。 

 特に PDF や画像での公開情報が多い。 

 一方で、インドが重要な国であることは認識しているため、近年公開された AWS のサ

ービスを利用して、画像認識を試してみたいとは考えている。 

 現在掲載されているインドの情報は、外郭団体や国連などの情報から利用しているが、

インドは各省庁で X（旧 Twitter）での発信も積極的に行われていることから、X（旧

Twitter）をスクレイピングして活用する方法もよいだろう。 
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現行、採用ツールでは本調査研究で対象としたい URL については一部を除いてクロールの

対象外となっている。 

 

(2) イスラエル 

 公開情報が非常に豊富にあり、本調査研究で対象としたいほとんどの URL をすでに採

用ツールで網羅している。 

 そのためそのまま採用ツールから、本調査研究で対象としたいほとんどの情報を取得

できると想定される。 

 

現行、採用ツールでは本調査研究で対象としたい URL については大半が既にクロールの対

象内となっている。 

→試行での対象国として分析を実施。次項参照 

 

(3) ケニア 

 アフリカもインドと同様に重要なエリアと認識している。 

 一方で、採用ツール提供事業者としても未知なエリアでどこまで情報が公開されてい

るのか未知数である。 

 私見では、インド以上に公開情報が少ないという懸念をしている。 

 

現行、採用ツールでは本調査研究で対象としたい URL については一切がクロールの対象外

となっている。 

 

 

IV．3．3 イスラエルにおける情報収集の試行実施 

まず、分析にあたり「重要施策（テーマ・トピック）」を「特定の国において重要視され

ている知的財産に関する施策（テーマ・トピック）のうち、日本特許庁が知っておくべきも

の（もしくは日本特許庁業務に直接的・間接的に関連し得るもの※これまで知り得なかった、

未知なる情報を含む）」であると仮定する。 

重要施策（テーマ・トピック）は、あくまで当調査で得られた情報を元に判断することと

し、前例にとらわれず客観的な分析を行うことを前提としていることから、重要施策（テー

マ・トピック）は機械的な抽出を試みる。  

上記の考え方の下、選定されたイスラエルを対象として、以下のような流れで分析を試み

た。  
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図表 10 検索機能のフィルター 

 

検索ワード － 

対象期間 2020/1/1～2023/9/30 

経済エリア － 

国 Israel 

記事 － 

組織名 － 

ドキュメント名 － 

組織の種類 － 

 

 

■分析対象とする文献データの整理 

続いて、検索機能※を使って「対象期間」「国」「検索ワード」フィルターを設定し csv フ

ァイルを出力した。なお、「フリーワード」とは、情報収集の起点となるキーワード（＝中

心キーワード）である。 

※採用ツールの仕様としては、入力した言葉が「参照元情報の本文中に含まれる」もしくは

「参照元情報のサマリー中に含まれる」文献がヒットする（英語以外の言語は英語に翻訳）。 

 

■中心キーワードの設定 

中心キーワードは、「知財施策に直接的・間接的に関連する情報」が抽出されるような言

葉を設定する必要がある。また、この後の「調査対象国における重要施策の分析（関係者分

析、多国間分析等）」を見据え、分析に耐えうる程度の情報（量）があるか、という観点を

もつことが必要である。 

以下 2 つの条件をそれぞれ満たすものを設定する。 

 

1. 施策アクション：何らかの施策を講じている/実行していることが示唆される単語（動

詞が中心）と、調査対象国の各国知財庁や関係官庁の名称 

（例）策定する、発表する、協力する、設立する、規制する、開催する、○○（政府機関

名） 等 

2. 知財アクション：何らかの知財活動を実施していることが示唆される単語 

（例）知財、模倣 、特許、技術、商標、デザイン 等 
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■中心キーワード案 

中心キーワード案を下記のとおり抽出・検討した。 

◼ 施策アクション（頻出度が高い単語のうち、何らかの施策を講じている/実行している

ことが示唆されるもの） 

 

 

◼ 施策アクション（各国知財庁や関係官庁の名称） 

 

  

1 施策 関連単語 促進する promote

2 施策 関連単語 減らす reduce

3 施策 関連単語 続ける continue

4 施策 関連単語 受け取る receive

5 施策 関連単語 増やす increase

6 施策 関連単語 確立する establish

7 施策 関連単語 取引する deal

8 施策 関連単語 提供する provide

9 施策 関連単語 承認する approve

10 施策 関連単語 出版する publish

11 施策 関連単語 改善する improve

12 施策 関連単語 強化する strengthen

13 施策 関連単語 開発する develop

14 施策 関連単語 調べる examine

15 施策 関連単語 提出する submit

16 施策 知財関連政府機関 イスラエル法務省 Ministry of Justice

17 施策 知財関連政府機関 イスラエル特許庁（法務省系列） Israel Patent Office

18
施策 知財関連政府機関 イスラエル経済産業省 Ministry of Economy and

Industry

19
施策 知財関連政府機関 イスラエル・イノベーション庁 The Israel Innovation

Authority

20
施策 知財関連政府機関 政府企業庁 Government Companies

Authority

21 施策 知財関連政府機関 インド特許意匠商標総局 Indian Patent Office

22 施策 知財関連政府機関 インド政府 government of india

23
施策 知財関連政府機関 商工省 Ministry of Commerce and

Industry

24 施策 知財関連政府機関 企業省 Ministry of Corporate Affairs

25 施策 知財関連政府機関 外務省 Ministry of External Affairs

26
施策 知財関連政府機関 情報・放送省 Ministry of Information and

Broadcasting

27
施策 知財関連政府機関 零細・中小企業省 Ministry of Micro, Small and

Medium Enterprises

28
施策 知財関連政府機関 科学技術省 Ministry of Science and

Technology

29
施策 知財関連政府機関 技能開発・起業促進省 Ministry of Skill Development

and Entrepreneurship
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◼ 知財アクション（基本単語） 

  

30 知財 基本用語 知的財産 IP

31 知財 基本用語 知的財産 intellectual property

32 知財 基本用語 知恵 wisdom

33 知財 基本用語 価値 value

34 知財 基本用語 成果 results

35 知財 基本用語 特許 patent

36 知財 基本用語 実用新案 utility model

37 知財 基本用語 意匠 design

38 知財 基本用語 商標 trademark

39 知財 基本用語 規格 standard

40 知財 基本用語 ブランド brand

41 知財 基本用語 コンテンツ contents

42 知財 基本用語 データ利活用 data utilization

43 知財 基本用語 ノウハウ know-how

44 知財 基本用語 秘密 secret

45 知財 基本用語 法 law

46 知財 基本用語 審査 examination

47 知財 基本用語 訴訟 litigation

48 知財 基本用語 模倣品 counterfeit goods

49 知財 基本用語 契約 contract

50 知財 基本用語 保護 protection

51 知財 基本用語 出願 application

52 知財 基本用語 ライセンス license

53 知財 知財経営 海外展開 overseas expansion

54 知財 知財経営 戦略 strategy

55 知財 知財経営 競争力 competitiveness

56 知財 知財経営 研究 research

57 知財 知財経営 開発 development

58 知財 知財経営 発明 invention

59 知財 知財経営 イノベーション innovation

60 知財 知財経営 ベンチャー venture

61 知財 知財経営 スタートアップ startups

62 知財 トレンド 経済安全保障 economic security

63 知財 トレンド AI AI

64 知財 その他 産業 industry

65 知財 その他 産業 industries

66 知財 その他 価値評価 valuation

67 知財 その他 創造性 creativity

68 知財 その他 支援機関 supporting organizations
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(2) 関連キーワード分析の試行 

続いて、中心キーワード「intellectual property」とした場合の文献データを対象として、

テキストマイニングができる分析ツール a を用いて「頻出用語分析」を行う。頻出用語のう

ち名詞（上位 10 個）を「関連キーワード」として抽出する。 

 

■関連キーワードの抽出 

 中心キーワード「intellectual property」より抽出された関連キーワードは下記のとおり。 

抽出語 品詞 出現回数 

trade Noun 22 

agreement Noun 18 

Trade ProperNoun 15 

Israel ProperNoun 14 

Economy ProperNoun 13 

Emirates ProperNoun 12 

Ministry ProperNoun 12 

United ProperNoun 12 

Arab ProperNoun 11 

country Noun 11 

 

■関連キーワードに関する文献データの定量分析 

関連キーワードのうち出現回数の多かった「agreement」より抽出されたデータを対象と

して、頻出用語分析及び共起分析を行った結果は下記のとおりであった。 

【頻出用語分析】 

抽出語 品詞 出現回数 抽出語 品詞 出現回数 

agreement Noun 512 service Noun 80 

Israel ProperNoun 346 relation Noun 79 

Ministry ProperNoun 256 Finance ProperNoun 75 

country Noun 207 Chairman ProperNoun 74 

Minister ProperNoun 206 United ProperNoun 74 

year Noun 197 developmen

t 

Noun 73 

government Noun 148 industry Noun 73 

MK ProperNoun 140 law Noun 73 

energy Noun 111 food Noun 72 

cooperation Noun 110 work Noun 72 
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economy Noun 109 world Noun 71 

state Noun 107 budget Noun 70 

NIS ProperNoun 103 meeting Noun 69 

trade Noun 103 area Noun 68 

today Noun 102 sector Noun 68 

committee Noun 101 Foreign ProperNoun 67 

time Noun 94 goal Noun 67 

field Noun 92 Knesset ProperNoun 66 

part Noun 90 security Noun 66 

Committee ProperNoun 86 Emirates ProperNoun 65 

order Noun 86 crisis Noun 65 

issue Noun 85 Arab ProperNoun 63 

climate Noun 84 Economy ProperNoun 62 

discussion Noun 83 gas Noun 60 

project Noun 82 party Noun 60 

 

【共起分析】 
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■頻出用語分析及び共起分析から得られた情報 

抽出語 つながりが確認されるバブルが大きい用語 

agreement Israel Ministry、minister 

Israel Agreement Country、minister 

Ministry Agreement year 

Country Israel Minister 

Minister Agreement Israel 

Year Agreement Ministry 

government Agreement Israel 

MK Ministry Chairman、discussion 

Energy Economy － 

cooperation Country climate 

 

■考察 

重要施策（テーマ・トピック）を設定するための言葉（関連キーワード）は十分に抽出で

きなかった。また、抽出された関連キーワードを対象に分析を行ったが、同手法では特段の

示唆を得ることができなかった。この結果は、他の関連キーワードを対象とした分析におい

ても同様であった。 

 

 

(3) イスラエルによる情報の収集の試行実施のまとめ 

採用ツールより抽出される文献データに立ち返り、内容を改めて確認した結果、以下 3 点

が想定原因として挙げられた。 

1. 発信元情報の詳細が不明である。 

イスラエル国内発信の情報の発信元の分類は、「Government Servises and 

Information Website of Israel（イスラエル政府サービス及び情報ウェブサイト）」

「Ministry for Development of the Negev and the Galilee（ネゲブ・ガリラヤ開

発省）」「Knesset（立法府）」「Israel Innovation Authority（イスラエルイノベー

ション庁）」の 4 つとなっている。イスラエル知財庁等の各省庁の情報は、

「Government Servises and Information Website of Israel（イスラエル政府サー

ビス及び情報ウェブサイト）」に包含されている。ただし、同ホームページを確認

したところ、必ずしもすべての省庁のすべての情報を網羅しているわけではなかっ

た。そのため、イスラエル知財庁が発信している情報が一部漏れていることが想定

された。 

 

2. URL が確認できない文献がある。 
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※どの組織が当該情報発信しているか不明な場合、「調査対象国における重要施策

の分析」において関係者等の詳細情報を取得することが困難となる。 

 

3. 各国の一次情報のみをクロール対象としているため、そもそも政府が情報を発信し

ていない場合は、（分析ができる程度の）十分な情報を抽出することはできない。

例えば、特許庁業務に直接的・間接的に関連し得る内容が出てこなかった要因の 1

つとして、Israel Patent Office（イスラエル特許庁）からは「2021 年 10 月 3 日～

2023 年 9 月 26 日の間、ニュースリリースが 6 件しか発信されていない。 

 

ここまでの分析結果より、OSINT ツールを用いた試行的な分析の結果をもとに、当該ツ

ールのみでの分析の制約や限界等の問題点を確認することができた。OSINT ツール単独で

の運用は賄えない部分を理解し、機能面の補足を行い分析手法の最適化を図ることが課題

と捉え、OSINT ツールに限らず活用可能なツールを探索し、OSINT ツールを補完して運

用する分析プロセスを独自に考案することが必要と判断した。具体的な考案内容について、

次章にて記述する。 

なお、今回の採用ツールをはじめ OSINT ツールは日々進歩しており、機能の拡充なども

想定される。また、新たなツールの提供も期待されるため、採用可能性を今後も探っていく

ことが必要である。 
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以内に入ることを目指している 等） 

7 特許・商標・出願・

審査 

・特許意匠商標庁（CGPDTM）に関する記事が多くを占めるものの、全体

的に多数の種類に内容が分散（グルーピングが困難）。 

（例：デリー高等法院は、２つの商標登録出願人による異議申立てを通知し

なかったとして特許・意匠・商標庁長官を訴えた／特許意匠商標庁

は、商標・弁理士試験を受験する志願者は、特許・意匠・商標庁の審

査に合格する必要があると発表 等） 

8 新興企業（SU）・知

的財産権・保護 

・スタートアップ支援政策に関する記事が多くを占める。 

（例：新興企業による特許・意匠・商標の出願を支援する「新興企業知的財

産保護制度（SIPP）」を開始／「新興企業の知的財産権保護に関する

法律」を制定／スタートアップ・インディアはインド政府の主要なイ

ニシアチブである 等） 

9 初・知財・マスコッ

ト 

・特定サイトのタブに起因し、左記カテゴリーが自動生成。 

10 インド工科大学マ

ドラス校 

・インド工科大学マドラス校の活動状況に関する記事が多くを占める。 

（例：NIRF ランキングで 5 年連続 1 位を獲得／インド工科大学マドラス

港（IIT マドラス）は、インド政府から「2021 年及び 2022 年国家知

的財産賞」を授与された／等） 

11 米国・通商部・報告

書 

・米国通商代表部（USTR）に関する記事が多くを占める。 

（例：米国通商代表部は年次特別３０１号報告書の中で、インドにおける知

的財産の課題を強調／米国は 27 日、インド、中国、ロシアなど 4 カ

国を知的財産権保護に関する年次「優先監視リスト」に掲載 等） 
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つかの新しいイニシアティブをとる／英国王立化学会（RSC）

と産業科学研究評議会（CSIR）は、インド科学界のアウトリー

チ・プログラムを支援するため提携 等） 

8 食糧安全保障 ・公共配給システム（PDS）に関する記事が多くを占める。 

（例：公共配給システム（PDS）は、消費者・食料・公共配給省が監

督するインドの食料安全保障システムである／8,000 万人以上

の人々がＰＤＳシステムの下で食糧穀物を受け取る／消費者問

題・食糧・公共配給担当大臣は、2022 年に配給カードの全国ポ

ータビリティを実現するため、ONORC 計画の下、46.86 億ル

ピーの資金を公開 等） 

9 輸出 ・インドの輸出額実績や輸出額見通しに関する記事が多くを占める。 

（例：WTO によると、インドは世界の商業サービス総額の 4.1％を占

め、2020 年の商業サービス主要輸出国の第 7 位にランク／イ

ンド商工省、消費者問題・食品・公共流通大臣は、2030 年まで

に 2 兆ドルの輸出目標を達成すると発表 等） 

10 インド商工会議所 ・インド商工会議所の活動や声明に関する記事が多くを占める。 

（例：インド商工会議所連合会（ＦＩＣＣＩ）は、製造業の雇用見通

しに改善が見られると発表／バイエル薬品コンシューマーヘル

ス事業部は、インド商工会議所連合会と共同で、インド科学技

術・イノベーション協会（ＩＣＴＩ）主催の科学技術・イノベ

ーションに関するセミナーを開催 等） 
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CGPDTM・トレーニ

ング・オンライン／

知財・EU・英国・チ

ーム 等 

ーニングプログラムが実施／インドと英国の知的財産権チーム

は今週、知的財産権のエンフォースメントに関する条項を協議

するため、第５ラウンドでバーチャル会議を開催 等） 
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モロッコ ・調印 くを占める。 

（例：モロッコとイスラエルは知財に関する覚書に署名。技

術革新の促進とビジネス関係の強化を約束 等） 

9 商標・WIPO ・内容が非常に分散する形で、一部知財関係の記事を含みつ

つ情報が抽出された。 

（例：当サイトの商標プライバシーポリシーについて／

WIPO の専門家による講義を実施／世界知的所有権

デーについて 等） 

10 企業 開発 特許 イスラエル 

技術 

・技術開発に関する個別案件状況や社会動向の記事が抽出

されたものの、その内容は分散（グルーピングが困難）。 

（例：フードテック業界の研究開発や特許申請が活況であ

る／ンド・イスラエル産業研究開発・技術革新基金に

ついて／欧州単一特許制度について 等） 

11 ワクチン Moderna ファイザ

ー BioNTech ドイツ 

・モデルナ社が、ファイザー社と BioNTech 社をコロナワ

クチンの特許侵害で提訴した記事が多くを占める。 

（例：モデルナ社が 2 社を提訴／国連が支援する医薬品特

許プールが 35 社と後発医薬品の製造協定を締結 

等） 

12 知財  実務  ラテンアメリカ 

イスラエル 

・法律事務所や業界団体によるセミナー等の記事が多くを

占める。 

（例：各国の知財実務オンデマンドセミナー 等） 

13 サイバー セキュリティ 作戦 ・ハッキングの事件・組織に関する記事が多くを占める。 

（例：APT27 は、知財の窃盗を目的とするサイバー作戦を

行う／イスラエルに拠点を置くハッカー集団による

大規模ハッキングが判明／サイバー攻撃企業は知財

を 2 区分する 等） 
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8 

知的財産  発明  年 

日／日 年 ＃ 知的

財産 目／ゼロ トラ

スト／kipikenya／

著作 権 絵画 彫刻 

地図 

・に関する記事が目立つが、全体的に多数の種類に内容が分散（グル

ーピングが困難）。 

（例：高等教育機関は知的財産産業の戦略的パートナー／本プログラ

ムは知財専門家がプロボノ（無料）で法的支援を実施／KIPI は

著作権使用料徴収のため、3 団体に 2024 円までライセンスを

供与 等） 
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VII. 運用体制に関する検討 

 

VII．1 業務フロー 

VII．1．1 業務フローの考え方及び基本事項 

 OSINT 手法を採用した情報収集の有用性が確認できたが、情報収集を円滑に実施してい

く体制を構築し、運用していくにあたり、本調査研究で採用したフローを庁内担当部課室の

情報収集業務に無理なく組み込むことを検討していくこととなる。その際、従来の手法（庁

内職員や出向中の職員による HUMINT）を継続させつつ、OSINT 手法の利点を理解し必

要な機能を組み込んだ情報収集体制を構築していく考え方が重要となる。 

 業務フローに組み込む考え方を整理する。図表 12 分析のプロセスにおいて整理した分

析作業は、ルーチンの１つとして扱うことができるものであり、一旦利用するルールを設定

し定期的かつ継続的な運用を行い、収集したい情報を機械的に蓄積し、ツールの機能を利用

した分析を繰り返すことで有用な情報を整理することが可能となる。他方、対象とする情報

源における情報提供の実情に差異があることや、現時点の OSINT ツールの機能の限界や利

用にあたっての制約（情報収集にあたり遡及できる期間が限定されるなど）を踏まえた業務

フローを想定しておくことも不可欠となる。 

本調査研究で採用したツールにおいて想定される条件や制約を検証しているが、全ての

組み合わせを網羅的に実施したものではなく、ツール等の発展や利用環境の変化（サービス

の仕様変更や法改正への対応を含む）を捉えた業務フローの調整が必要であり、運用ルール

について定期的な改訂を検討していく考え方が重要である。 
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図表 46 想定される業務フロー 

 

 

 

 

・ 従来の情報収集（ここでは HUMINT とする）で得た情報を検証するための利用や、

従来の情報収集では得がたい情報を獲得するための利用といった、従来の情報収集

を補完する役割を OSINT 手法に求めることが考えられる 

・ 他方、膨大なオープン・ソースから、知的財産施策に関する兆しを捉える（定点観

測する）ための利用、特定の事象が発生した際にどのような兆しが起点となってい

たのかを確認するための利用など、得られる情報を帰納的・演繹的の両面から確認

することも有用と考えられる 

・ 現時点での想定可能な業務フローとして、庁内における情報収集の選択肢を多様化

させる手段として OSINT 手法を位置づけることが現実的であると評価する 

 

 

VII．1．2 業務実施上の留意点 

 OSINT 手法を採用した情報収集を定形化・標準化させるにおいて、情報収集の再現性を

確保することが重要と考える。採用した条件（探索対象とする情報源や付与したキーワード

など）を適宜記録し、収集作業を継続させることが必要となる。 

 実際の業務として運用させていくにあたり、初期段階の条件設定を定め、分析作業を繰り

返していくなかで得られた気づきや追加するべきキーワードを明確にしつつ派生段階の条

件の見直しに反映させていくが重要と考える。これは、特許庁における情報収集の標準形を

模索していくことにつながると考える。 

 日々採用した条件のもと蓄積される情報をデータベース化していく作業をもっぱらとす
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る体制（作業チーム）の組成についても一考すべき事項となる。その際、こうした作業チー

ムは分析結果を受け取る側にとって日常的に相談できる先であることも求められる。なぜ

こうした結果が得られたのかというという問いに対して、作業者の意見や感想、予想を反映

させずに事実として説明することが求められる。このため、作業チームを組成するにあたっ

ては、公表されている事実情報に基づく共通する思想・考え方を共有して、チームとして事

実情報にどのように意味づけをするのかを重視して業務にあたることが重要と考える。 

 

 

VII．2 導入に向けたコスト 

VII．2．1 コスト算定の考え方 

 OSINT手法を採用した情報収集に関する経費について、積算する際の留意点を整理した。

今後庁内での手法展開の考え方に応じ、継続した運用に要するコストを踏まえた導入判断

が重要となる。 

 OSINT ツールの利用料（図表 47 ①）の多寡が注目されがちではあるが、その運用に要

するコスト（図表 47 ②～④）の方が大きいことを理解することが必要となる。運用に係

る人件費を含めた総コストを理解して採否判断を行うことが求められる。 

 OSINT 手法による情報収集を庁内の各部課独自の取り組みとして運用していくのか、も

しくは、庁内部課またがりの取り組みとして運用していくのか、それぞれにより運用に要す

る総コストは変動してくる。庁内での将来的な OSINT 手法の位置づけを想定したコスト算

定が重要であり、庁内での議論を重ねることが必要と考える。 

 

図表 47 想定されるコスト 

 

① ツール利用料（月額、年額で必要となる利用料。固定的かつ必要経費。データ蓄積に

関する庁内データベースの増強費用は含まず） 

② ツール操作に係る人件費（ツール導入時における教育費用を含む。必要経費ではある

が変動性は低い） 

③ 捜査結果を踏まえ今後の行動等を検討するための人件費（主に、作業チームによる分

析活動に要する時間的コスト。変動性が高い） 

④ ファクトチェックのための人件費（分析結果の証跡となる文書情報の確認に要する時

間的コスト。変動性が高い） 

⑤ 分析結果を説明するための人件費（定期的な説明機会を確保する場合はその頻度が総

数に影響。変動性を低く抑えることは可能） 
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図表 48 想定される手法展開のイメージ 

 

 

 

 

VII．2．2 コスト算定結果 

 ここでは、庁内スタッフによる一連の業務を実施することを前提に、OSINT 手法による

情報収集作業を実施した際のコスト規模を簡便に試算した。 

 

【想定】 

・運用期間：12 ヶ月 

・採用するツール：スクレイピングツール、翻訳ツール、分析・可視化ツールを通年で利用

する。OSINT ツールは利用月のみ利用 

 

 アプローチ 1 アプローチ２ 

分析するテーマ数 制限なし 

（本調査研究のように、自然な

抽出に委ねる方法） 

約 30 

（事前に細かく検索用語を設

定する方法） 

情報収集頻度 

（特定国の情報を継

続的に収集する場合） 

１～３か月に 1 回 

（1 回あたり約 2～5 日） 

月 1 回 

（1日約 5～10 テーマを作業対

象とする） 
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図表 49 想定条件下でのコスト試算（参考値） 

 

 項目 目安 備考 

固定費 ツール利用料 約 150 万円／年  

変動費 データベース利用費 約 10 万円／月 利用月のみ契約 

ツール操作人件費 約 0.5～1 日／月 定型業務 

データ処理人件費 約 0.5～1 日／月 定型業務 

分析・とりまとめ人件費 約 1～３日／月 目視確認が必要

な非定型業務 

 

 

VII．3 スケジュール 

VII．3．1 スケジュール設定の考え方 

 OSINT 手法を採用した情報収集を定形化・標準化させるにあたり、どの程度の準備期間

が必要となるかを整理した。 

 利用するツールが選定できている場合は、そのツールを用いてどのような分析を行うの

かというシナリオを検討し、収集対象となる情報源を登録したり、分析に用いる事象登録作

業を行ったりするなどの初期段階での準備期間を想定することが必要と考える。 

本調査研究において要した期間より、準備期間として１－３ヶ月を目安と見込む。また、

ツールの操作方法についての研修を受講し、実際にシナリオに基づきツール操作作業を一

定水準まで修得する期間も必要となる。準備期間に加え１ヶ月程度を見込む。 

 導入準備の完了後、分析までを実施する環境下での試行期間を確保する。操作に関する一

定の熟度を確保することを念頭に、試行シナリオを実施し、条件設定の細部について知見を

蓄積していく。その間に、庁内での利用ニーズを把握するなど、本格導入に向けた周知につ

いても実施していく。 

 

VII．3．2 スケジュール設定結果 

 前述を踏まえ、OSINT 手法を採用した情報収集を継続的かつ安定的に稼働できるように

するために要する期間として、ツール類の調達にあたり固定的に必要となる期間を勘案し、

少なくとも準備期間に３ヶ月は必要と見込む。また、情報収集作業を機械的に実施していき

分析に耐えられるデータベースとして利用させるまでの蓄積期間を数ヶ月確保したうえで

一連の業務フローを運用させていくことを考えると、本格稼働までに少なくとも半年程度

の期間を見込むことが現実的と考える。 
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VIII. 総括 

 

VIII．1 調査結果の分析・取りまとめ 

VIII．1．1 調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定結果 

 重要施策（テーマ・トピック）を特定するにあたっては、今回の調査では、できるだけ作

業者の主観を排除してトピック抽出をすることを試みた。また、ある程度情報の信頼性も意

識した検索条件の設定を試みた。 

その検討の結果、３種のアプローチ（A 主要知財用語 4 種、B 知財・産業関係政府機関

HP、C 知財関係機関 SNS）で情報の検索・収集を行い、3 種のアプローチ毎に「異なるテ

ーマ・トピック」を抽出することに至った。いずれか１種の結果を用いるのではなく、多面

的に重要な施策（テーマ・トピック）を特定することは、より網羅的に実態を捉えることに

つながる点で重要と感じられる。 

 

 

VIII．1．2 調査対象国における重要施策の分析結果 

実際に抽出された施策（テーマ・トピック）について具体的な動向を特定するにあたって

は、異なる趣旨の記事が 1 件～数件の範囲で多数存在することが多かったため、また、各国

に独特の用語・単語が多数存在するため、再び自動抽出（クラスタリング処理）を行っても、

有意な示唆は得られにくかった。 

そこで本調査研究では、自動抽出された施策（テーマ・トピック）については、「目視確

認をすることで背景情報（具体的な動向、関係者名、第 3 国名）を断片的に把握できる」こ

とを確認した。この断片情報を基に、さらに芋づる式で当該動向・関係者・第 3 国について

情報収集を進めることで、より全体像を把握することができると思われた。 

今回、施策（テーマ・トピック）の特定に至るまでの処理は、記事件数の多さという観点

で作業を進めてきたが、さらに情報群の深掘り・分析をしようとする際、「1 件の記事が示

す事実・動向が重要であるケース」も多々あると感じられた。このことから、実務的にも、

抽出された施策（テーマ・トピック）については、人間の目視確認による判断が望ましいと

思量する。 

 

 

VIII．1．3 情報収集体制に関する調査結果 

OSINT 手法を活用した情報収集体制のあり方について検討を行った。ツールを利用した

情報収集や見える化による分析について、施策検討の参考資料として一定の質が確保でき

その有用性を確認することとなった。また、ツールの機能を有効活用することで、作業者が

有する情報をもとに分析条件を任意に変更させ、事前に想定していない情報や文献を発見
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したり、後の施策検討の裏付け情報として活用したりすることができることも確認できた。 

他方、ツールを利用した機械化、自動化できる範囲に制限があることが確認でき、特許庁

内での運用を検討するにあたり人的な措置（作業担当を明確にし、日常的なルーチンとして

情報収集や分析にあたること）が必要となることも確認できた。 

また、OSINT 手法特有の問題も明らかになった。例えば、提供されるツールの仕様や機

能に操作性や分析・見える化の結果や、調査対象とする他国知財庁等における情報発信の方

式により収集できる情報の量や質にバラツキが生じること、情報収集の後に詳細な分析が

できない形式（PDF 形式ほか）で公開されている場合はツールの収集対象から除外してし

まうことなどが挙げられる。 

今後、OSINT 手法を庁内業務に組み込むにあたり、こうした問題点を理解したうえで体

制や庁内での運用ルールを検討することが必要となる。 
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VIII．2 今後の手法導入・拡充に向けた論点 

VIII．2．1 OSINT 手法の導入・拡充について（業務フロー、コスト、スケジュール） 

 VII. 運用体制に関する検討にて、OSINT手法の導入・拡充について論じたが、従来の情

報収集手法との相違点を理解し、利用場面を想定して導入やその後の拡充を検討すること

が必要となる。 

 庁内の特定部課内での運用により、知的財産関連情報の収集の易難や、対象国や対象テー

マによる情報公開の状況を鑑み、より適した条件を見定め全体効率に配慮した運用がなさ

れることが現実的と思量する。 

 

 

VIII．2．2 継続検討が必要な論点 

 OSINT 手法の運用について、特定部課での運用から始め、庁内での水平展開を検討して

いくことは、ツール利用の経済効率性の面からも重要な論点と考えられる。ただし、一朝一

夕で実現できるものではなく、下図に示すように、組織的な各庁可能性を検討しつつ活用領

域の拡充や庁内全体で運用する共通ツールとしての運用について継続検討していくことが

重要となる。 

  

図表 51 想定される手法展開のイメージ（再掲） 
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17 
「イスラエル」の関係者分析・第３国分析の元データ 

（B 知財・産業関係政府機関 HP） 

Ⅵ章の 

分析で利用 

18 
「ケニア」の関係者分析・第３国分析の元データ 

（A 主要知財用語 4 種のアプローチ） 

Ⅵ章の 

分析で利用 

19 
「ケニア」の関係者分析・第３国分析の元データ 

（B 知財・産業関係政府機関 HP） 

Ⅵ章の 

分析で利用 

20 
「ケニア」の関係者分析・第３国分析の元データ 

（C 知財関係機関 SNS） 

Ⅵ章の 

分析で利用 

21 取得語・除外語のリスト一覧 
Ⅴ・Ⅵ章の 

分析で利用 

22 カテゴライズ分析用の、項目設定条件 
Ⅴ章の 

分析で利用 
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IX．4 定例会議開催概要 

 

日時 特許庁参加者 MURC 参加者 

2023 年 7 月 3 日（月） 丸岡様、武井様 萩原、宮田、平川、松本、林、竹内 

議事概要 １．事業実施に関する確認 

２．スケジュールについて 

2023 年 7 月 19 日（水） 丸岡様、武井様 萩原、宮田、平川、松本、林、竹内 

議事概要 １． 前回会議の振り返り（提案内容及び要望事項の確認） 

２． 調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定

に関する議論（ツール選定、対象国選定の考え方について） 

2023 年 7 月 27 日（木） 丸岡様、武井様 萩原、宮田、平川、松本、林 

議事概要 １． 前回会議の振り返り（提案内容及び要望事項の確認） 

２． 調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定

に関する議論（ツール事業者ヒアリング、対象国選定方針

について） 

2023 年 8 月 9 日（水） 丸岡様、武井様 萩原、宮田、平川、松本、林、竹内 

議事概要 １． 前回会議の振り返り 

２． 調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定

に関する議論（ツール事業者ヒアリング、ツール比較作業、

対象とする情報源について） 

2023 年 8 月 24 日（木） 丸岡様、武井様 萩原、宮田、平川、松本、竹内 

議事概要 １． 前回会議の振り返り 

２． 調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定

に関する議論（ツール選定、情報収集の実施、報告書骨子

案について） 

2023 年 9 月 14 日（木） 丸岡様、武井様 萩原、宮田、平川、松本、林 

議事概要 １． 前回会議の振り返り 

２． 調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定

に関する議論（情報収集の実施、対象国変更について） 

2023 年 9 月 28 日（木） 丸岡様、武井様 萩原、宮田、平川、松本、林、竹内 

議事概要 １． 前回会議の振り返り 

２． 調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定

に関する議論（情報収集の実施、分析作業の試行実施につ

いて） 

2023年 10月 12日（木） 丸岡様、武井様 萩原、平川、松本、林、竹内 

 １． 前回会議の振り返り 
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２． 調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定

に関する議論（情報収集の実施、分析作業の試行実施につ

いて） 

３． 調査対象国における重要施策の分析に関する討議（イスラ

エルを対象とするツール試行利用、多様な情報源へのアプ

ローチ方法について） 

2023年 10月 25日（木） 丸岡様、武井様 萩原、宮田、平川、松本、林、竹内 

議事概要 １． 前回会議の振り返り 

２． 調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定

に関する議論（分析作業の試行実施と問題点について） 

３． 調査対象国における重要施策の分析に関する討議（多様な

情報源へのアプローチ方法について） 

2023 年 11 月 9 日（木） 丸岡様、武井様 萩原、宮田、平川、林、竹内 

議事概要 １． 前回会議の振り返り 

２． 調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定

に関する議論（分析プロセスの再検討について） 

３． 調査対象国における重要施策の分析に関する討議（多様な

情報源へのアプローチの試行について） 

2023年 11月 22日（水） 武井様 萩原、平川、松本、林、竹内 

議事概要 １．前回会議の振り返り 

２．調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定

に関する議論（分析プロセスの変更について） 

３．調査対象国における重要施策の分析に関する討議（多様な

情報源へのアプローチの試行進捗について） 

2023 年 12 月 7 日（木） 丸岡様 萩原、平川、林、竹内 

議事概要 １．前回会議の振り返り 

２．調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定

に関する議論（分析プロセス確認について） 

３．調査対象国における重要施策の分析に関する討議（多様な

情報源へのアプローチの試行進捗について） 

2023年 12月 21日（木） 丸岡様、武井様 萩原、平川、松本、林 

議事概要 １．前回会議の振り返り 

２．調査対象国における重要施策（テーマ・トピック）の特定

に関する議論（分析プロセス確認について） 

３．調査対象国における重要施策の分析に関する討議（1 次情

報・2 次情報を対象とするデータ取得・分析のプロセス試行実
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施について） 

2024 年 1 月 12 日（金） 武井様 萩原、宮田、平川、松本、林、竹内 

議事概要 １．前回会議の振り返り 

２．調査対象国における重要施策の分析に関する討議（1 次情

報・2 次情報を対象とするデータ取得・分析のプロセス試行実

施について） 

３．報告書作成について（方針・考え方等の確認） 

2024 年 1 月 25 日（木） 丸岡様、武井様 萩原、平川、松本、林 

議事概要 １．前回会議の振り返り 

２．調査対象国における重要施策の分析に関する討議（1 次情

報・2 次情報を対象とするデータ取得・分析のプロセス試行実

施について） 

３．報告書作成について（重点化させるポイント等の確認） 

2024 年 2 月 14 日（水） 丸岡様、武井様 萩原、宮田、平川、林、竹内 

議事概要 １．前回会議の振り返り 

２．調査対象国における重要施策の分析に関する討議（分析作

業の場合分け等あらたな論点を踏まえた実施について） 

2024 年 2 月 22 日（木） 丸岡様 萩原、宮田、平川、林 

議事概要 １．前回会議の振り返り 

２．調査対象国における重要施策の分析に関する討議（分析作

業に関する場合分け等あらたな論点を踏まえた実施について） 

３．報告書作成について（章構成変更等の確認） 

2023 年 3 月 7 日（木） 丸岡様、武井様 萩原、宮田、平川、林、竹内 

議事概要 １．前回会議の振り返り 

２．調査対象国における重要施策の分析に関する討議（分析作

業に関する場合分け等あらたな論点を踏まえた実施について） 

３．報告書作成について（報告書構成の確認） 

４．納品までのスケジュールについて（今後の予定の共有） 

※この回で定例会議を最終回とすることを確認 
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